
（平成２２年１月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 19 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 24 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 19 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 949 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年４月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から同年 12月まで 

    社会保険事務所（当時）に納付記録を照会したところ、昭和 40 年４月か

ら同年 12月までの国民年金保険料が還付されているとの回答を受けた。 

 申立期間を含む昭和 40年４月から 41年３月までの保険料については、ま

とめて納付しており、申立期間の保険料が還付された記憶は無い。 

このため、申立期間の保険料が還付済みとされ、納付記録が未納とされて

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、婚姻前と婚姻後のそれぞれの居住地であるＡ市Ｂ区及びＣ町（現

在は、Ｄ市）において国民年金の加入手続を行い、二つの国民年金手帳記号番

号が払い出されており、これらの同記号番号の統合年月日は不明であるが、申

立人に係る現在の国民年金被保険者資格の種別については、婚姻前であるＡ市

Ｂ区の｢強制｣が生かされている。しかし、この統合事務処理は、申立人の婚姻

年月日及び申立人の夫が加入している年金の種類を確認することなく行われ

ており、昭和 42 年３月に保険料を還付した事実も無視したものであり、行政

側の重大な錯誤であると考えられる。 

また、申立人の年金記録については、昭和 41 年１月に、Ｃ町において国民

年金に加入した際、申立人の夫が被用者年金に加入しているという理由により、

同年同月から国民年金の任意加入の資格となっており、それ以前については、

国民年金被保険者資格を有していないということを理由として、42 年３月 10

日に、申立期間に係る保険料の還付処理が行われたものと推認できる。しかし

ながら、この時点において、行政側は、申立人が、Ａ市において国民年金に加

入していたことを承知してはいないものの、申立人が、同市において、昭和



35年 10月から国民年金に加入し、資格も｢強制｣となっていることを考慮する

と、保険料の収納に疑義をはさむ余地はないものと考えられ、Ａ市において国

民年金に加入していた事実及び資格種別を確認した形跡がうかがえず、婚姻事

実の確認のみをもって保険料を還付した事務処理は、正当であったとは言い難

い。 

さらに、申立期間当時、申立人が居住していたＣ町が管理する国民年金被保

険者名簿により、申立人は、申立期間を含む昭和 40年４月から 41年３月まで

の保険料について、同年３月 31日に現年度納付していることが確認できるが、

同名簿には、申立期間の保険料が還付された記載が無いことから、申立期間の

保険料について、還付された記憶は無いとする申立人の主張には、信憑性が認

められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年１月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年１月から 53年３月まで 

    昭和 54 年３月ころ、それまでＡ市役所（現在は、Ｂ市役所）から何度か

国民年金への加入勧奨の案内が送付されて来たので、同市役所で国民年金の

加入手続を行った。 

    また、申立期間の国民年金保険料については、義父から援助してもらい、

６万円ないし７万円を納付した記憶がある。 

    このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、前後の任意加入者の国民年金手帳記号

番号から、昭和 54 年３月と考えられ、この時点において時効未到来であった

申立期間については、過年度納付が可能であることから、申立期間の保険料を

納付しなかったとは考え難い。 

また、申立期間の保険料について、申立人は、義父から援助してもらい、６

万円ないし７万円を納付した記憶があると主張しているところ、この金額は当

時の保険料とおおむね一致している。 

さらに、申立人は、申立期間当時、家族で農業を営んでおり、申立期間の前

後において生活状況に大きな変化は認められないことから、申立人に係る申立

期間の保険料を納付するのに経済的な問題は無かったものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 951 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年４月から同年６月までの期間、平成

元年７月及び同年 10 月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年７月から 62年３月まで 

② 昭和 62年４月から 63年３月まで 

③ 昭和 63年４月から同年６月まで 

④ 平成元年７月 

⑤ 平成元年 10月 

    社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 61 年７月か

ら 62年３月までの期間、同年４月から 63年３月までの期間、同年４月から

同年６月までの期間、平成元年７月及び同年 10 月の国民年金保険料が未納

とされていた。 

各申立期間については、昭和 61 年７月１日付けで会社を退職後、国民年

金に加入し、銀行又は郵便局において毎月保険料を納付していたはずである。  

このため、各申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人が国民年金に加入した時期は、被保険者台帳管理簿により、昭和

63 年６月以降であると考えられ、この時点において、申立期間③の保険料

について、現年度納付することは可能であり、事実、申立人が、申立期間③

当時の居住地のＡ市が管理する国民年金保険料収納一覧表により、同期間直

後の期間の保険料について、現年度納付していることが確認できることから、

申立期間③の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

また、申立期間③、④及び⑤については、それぞれ３か月、１か月及び１

か月と短期間である上、オンライン記録により、申立人は、申立期間④及び

⑤の前後の期間の保険料について、現年度納付していることが確認できるこ

とから、申立期間④及び⑤の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 



 

  ２ 一方、申立人が申立期間①及び②当時に居住していたＢ区において国民年

金の加入手続を行った場合、「＊＊＊＊」の国民年金手帳記号が払い出され

ることとなるが、申立人の国民年金手帳記号はＡ市において払い出される

「＊＊＊＊」であることから、申立期間①及び②について、Ｂ区において継

続して保険料を納付していたとする申立人の主張には矛盾が認められる。 

また、申立人は、申立期間①及び②に係る保険料について、後からまとめ

て納付したことはないと主張しており、事実、申立期間①及び②の保険料を

過年度納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立期間①及び②の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡もうかがえず、ほかに申立期間①及び②の保険料を納付したことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間③、④及び⑤の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 952 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年４月から 62年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 62年３月まで 

昭和 62年４月に、Ａ業の修業を終え、Ｂ市へ戻ったところ、Ｂ市役所か

ら国民年金への加入勧奨の通知が届いていた。母親に相談した結果、国民年

金の加入手続を行うことにし、20歳までさかのぼって国民年金被保険者資

格を取得した。 

申立期間の国民年金保険料については、送付されてきた納付書により、母

親が、１回につき１年分を納付し、合計２回納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間以降、国民年金加入期間の保険料をすべて納付しており、

申立期間の保険料を納付したとするその母についても、申立期間の保険料を納

付している。 

また、オンライン記録により、昭和 63 年７月５日に過年度保険料の納付書

が発行されていることが確認できることから、申立人は、少なくともこの時点

で、納付可能であった申立期間中の 61年４月から 62年３月までの保険料を納

付しなかったとは考え難いほか、62 年度の７月ころにも過年度保険料の納付

書が発行されたものと推認できることから、その母が、１回につき１年分を納

付し、合計２回納付したという主張には信憑
ぴょう

性が認められる。 

さらに、オンライン記録により、申立人は、昭和 62年４月 30日に初めて保

険料を納付したことが確認できることから、この時点において時効未到来であ

った申立期間中の60年４月から61年３月までの保険料を納付しなかったとは

考え難い。 



その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 953 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年 10月から 51年３月までの期間及び 58年１月から同年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年 10月から 51 年３月まで 

             ② 昭和 58年１月から同年３月まで 

申立期間①の国民年金保険料については、Ａ市役所内の金融機関窓口か、

Ａ市内の銀行で納付し、申立期間②の保険料については、同市内の納税組合

を通じて、期別ごとに納付した。 

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は、それぞれ６か月及び３か月と短期間であり、申立人は、

両申立期間を除く国民年金加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、申立人は、申立期間①前

後の期間について、保険料を現年度納付していることが確認できることから、

申立期間①の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

さらに、当該台帳により、申立人は、申立期間②の直前の期間（昭和 57 年

４月から同年 12 月まで）について、保険料を現年度納付していることが確認

できることから、申立期間②の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

加えて、申立人は、申立期間②の保険料について、Ａ市内の納税組合を通じ

て、期別ごとに納付したと主張していることから、Ａ市役所に照会したところ、

当時、同市内に、「Ｂ」という名称の納税組合が存在した旨の回答が得られた。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 954 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年４月から 43年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 43年３月まで 

        社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 40年４月か

ら 43年３月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

    第３回特例納付により、未納期間に係る保険料をさかのぼって納付するこ

とができると聞き、私の夫が、国民年金の加入手続を行い、申立期間を含む

未納期間に係る保険料として、約 38万円を納付した。 

    このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、第３回特例納付により、未納期間に係る保険料をさかのぼって納

付することができると聞き、その夫が、国民年金の加入手続を行い、申立期

間を含む未納期間に係る保険料として、約 38万円を納付したと主張している

ところ、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、申立人は、昭和 54年５

月１日に、52年１月から 53年３月までの保険料を過年度納付により３万 600

円並びに 55 年６月 12 日に、36 年４月から 40 年３月までの期間及び 52 年１

月から同年３月までの期間の保険料を第３回特例納付により 20万 4,000円を

納付していることが確認でき、これに、申立期間の保険料を第３回特例納付

により納付したとして算出される保険料 14 万 4,000 円を加えると、合計 37

万 8,600円となり、申立人が主張する金額とほぼ一致する。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続を行ったと考えられる時期（昭和 53

年８月 15 日から 54 年 1 月８日までの間）以降の国民年金加入期間の保険料

をすべて納付しており、申立人の保険料を納付したとするその夫についても、

国民年金加入期間の保険料をすべて納付していることから、年金制度に対す



る意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人夫婦は、農家であり、昭和 55 年当時の作付面積はＡが 0.4

ヘクタール、Ｂが 1.0ヘクタールとなっており、各作物の作付面積から算出さ

れる生産額は約 300万円となる上、申立期間前後において生活状況に大きな変

化が認められないことから、約 38 万円の保険料を納付するのに経済的な問題

はなかったものと考えられる。 

なお、申立人の居住地を管轄する社会保険事務所は、昭和 54 年５月１日に

納付された保険料のうち、52 年１月から同年３月までの保険料を時効経過後

の納付であることを理由に 54年６月７日に還付している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 955 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年１月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から 50年３月まで 

    ねんきん特別便で確認したところ、昭和 49年１月から 50年３月までの

国民年金保険料が未納とされていた。 

 昭和 52年４月の婚約と同時に夫と同居し、同年 12月に入籍した。申立

期間については、役場から、過去の未納期間に係る保険料が納付できる旨

の通知が届いたため、婚姻前の期間に係る保険料であったにもかかわらず、

53 年９月ないし同年 10 月ころに、夫が、保険料をまとめて納付してくれ

た。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の保険料をすべて納付してお

り、申立人の保険料を納付したとするその夫についても、20歳で国民年金に

加入後、60歳で国民年金被保険者資格を喪失するまでの 480月のすべての期

間について、保険料を納付していることから、年金制度に対する意識の高さ

がうかがえる。   

また、申立人の夫は、Ａ業を営んでおり、申立期間の保険料を納付したと

する昭和 53年９月ないし同年 10月ころにおいて生活状況に大きな変化は認

められないことから、申立期間の保険料を納付するのに経済的な問題は無か

ったものと考えられる。 

さらに、申立人の夫が、申立期間の保険料を納付したとする昭和 53 年９

月ないし同年 10 月ころには、第３回特例納付が実施されており、事実、申

立人が保管するＢ町役場（現在は、Ｃ市役所）からの「国民年金保険料未納

分のお知らせ」について、その記載内容に不合理な点は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 956 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月から同年６月まで 

    社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、平成４年４月から

同年６月までの期間について、国民年金の未加入期間とされていた。 

 申立期間については、大学生であり、平成４年 11月４日に、母が、実家の

Ａ市Ｂ区において、申立期間を含む４年４月から５年３月までの保険料をま

とめて納付してくれ、その領収書も保管している。 

このため、申立期間について、国民年金に未加入とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人が国民年金被保険者資格を取得したのは、平成

４年７月 27日であることが確認できるが、申立人が保管する年金手帳には、申

立人が同資格を取得したのは、20歳に到達した同年＊月＊日と記載されており、

事実、申立人の申立期間当時の住所地であるＣ町役場（現在は、Ｄ市役所）が

管理する、申立人に係る国民年金被保険者台帳においても、国民年金被保険者

資格の取得日が、年金手帳の同資格の取得日と同一日となっていることから、

行政側の申立人に係る記録管理が適正に行われていなかった事実が確認できる。 

また、オンライン記録により、申立人は、申立期間について、国民年金被保

険者資格を有していないが、申立人が保管する年金手帳には、平成４年＊月＊

日に同資格を取得した記載があることが確認でき、事実、申立人が保管する国

民年金保険料に係る領収書により、同年 11月４日に、申立人の母が、申立期間

を含む４年４月から５年３月までの保険料を現年度納付していることが確認で

きることから、申立期間については、本来、国民年金被保険者とするべき期間

であり、保険料が納付されていたにもかかわらず、還付手続が行われ、理由が



不明であるが、国民年金の未加入期間となっていることについては、行政側に

おける事務処理の不備が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 957 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 44年２月及び同年３月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年２月及び同年３月 

② 昭和 44年４月から 51年２月まで 

国民年金保険料については、昭和 39年に結婚するまで、親が行っているＡ

業を手伝っていたので、親が納付してくれていたが、結婚後は自分で納付し

ていた。 

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①は、２か月と短期間である。 

また、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、申立期間①の直前の期

間（昭和 40 年４月から 44 年１月まで）の保険料については、すべて３か月

単位で現年度納付されていることが確認できるとともに、社会保険事務所（当

時）職員から、当時、３か月単位で納付が行われていた旨の証言が得られた

ことから、申立期間①の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

 

２ 一方、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）には、昭和 46 年１月 23 日付け

でＢ社会保険事務所からＣ市Ｄ区を管轄する社会保険事務所に同台帳が移管

されたことの記録が確認できることから、同市同区では、同日以前に申立人

に対して納付書を発行することは不可能であると考えられるため、申立期間

②の保険料について、現年度納付していたとする申立人の主張には不合理な

点が認められる。 

また、オンライン記録により、申立人の元夫の年金記録については、平成

３年４月１日に、昭和 44 年５月及び同年７月から 51 年１月までの期間の厚



生年金保険被保険者資格記録が統合されていることが確認できることから、

同資格記録が統合されるまで、元夫は、申立期間②の国民年金保険料につい

て納付していなかったものと推認できる。 

さらに、申立人は、申立期間②の保険料について、Ｃ市Ｄ区役所において、

納付書により納付していたと主張しているが、行政機関において、かかる長

期間（83 月）にわたり納付記録を欠落する瑕疵
か し

があったと考えるのも不自然

である。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 958 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年１月から同年３月まで 

    社会保険事務所（当時）で私と妹の納付記録を確認したところ、私のみ、

昭和 37年１月から同年３月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

    申立期間当時、私は妹と一緒にＡを経営しており、申立期間の保険料につ

いては、Ｂ市役所において、私と妹の二人分を納付し、事実、昭和 36年及び

37 年の金銭出納簿では、支出欄に二人分の保険料を納付したことの記載が確

認できる。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、３か月と短期間である。 

また、申立人は、申立期間当時、Ａを営んでおり、申立期間の前後において

生活状況に大きな変化は認められないことから、申立人に係る申立期間の保険

料を納付するのに経済的な問題は無かったものと考えられる。 

さらに、申立人が所持している国民年金手帳の検認記録により、申立人は、

申立期間の前後の期間について、保険料を現年度納付していることが確認でき

ることから、申立期間の保険料のみを納付しなかったとは考え難い。 

加えて、申立人は、その妹と一緒に申立期間の保険料を納付していたと主張

しており、事実、その妹に係る申立期間の保険料については納付済みとなって

いることから、申立人の保険料のみが未納とされているのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 660 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に

係る記録を昭和 22年４月 10日に、同社Ｃ支店における資格取得日を同年９月

30 日に訂正し、申立期間のうち、同年３月の標準報酬月額を 240 円とし、同

年９月の標準報酬月額を 600円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る両申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 22年３月１日から同年４月 10日まで 

           ② 昭和 22年９月 30日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｄ支店に勤務していた昭和22年３月１日から同年４月10日までの期間及

び同社Ｃ支店に勤務していた同年９月30日から同年10月１日までの期間に

ついて、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 21 年３月 25 日の入社から 59 年５月１日の退職まで、Ａ社に

継続して勤務していたので、両申立期間について厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する申立人の「Ｅ」により、申立人は、申立期間①に同社Ｄ支店

に勤務し、申立期間②に同社Ｃ支店に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社に照会したところ、申立人は、申立期間①及び②に、正社員とし

て、同社に勤務していた旨の回答が得られたほか、正社員であれば厚生年金保

険に加入させていた旨の回答が得られた。 

さらに、オンライン記録により、Ａ社Ｄ支店は、昭和 22 年４月１日に厚生

年金保険の適用事業所になったことが確認できることから、申立人は、同社同

支店の直前の勤務先である同社Ｂ支店において、申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが推認できる。 



これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において、Ａ社

Ｄ支店に勤務しながらも、同社Ｂ支店における厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと、また、申立期間②

において、同社Ｃ支店に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支店の健

康保険労働者年金保険被保険者名簿による昭和 21 年４月１日の算定の記録に

より、240円（８等級）とし、申立期間②の標準報酬月額については、申立人

に係る同社Ｃ支店の健康保険労働者年金保険被保険者名簿による22年10月１

日の算定の記録により、600円（厚生年金保険の最高等級である６等級）とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は、これを確認できる関連資料が無いため不明としており、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



茨城厚生年金 事案 661 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係る事業所における資格取得日は、昭和 43 年 11月 29 日

であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取

得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、６万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 11月 29日から同年 12月３日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｂ出張所に勤務していた昭和 43 年 11 月 29 日から 51 年４月 19 日までの

期間のうち、43年 11月 29日から同年 12月３日までの期間について、加入

記録が無かった旨の回答を受けた。 

昭和 27年６月に入社してから平成元年 12月に退職するまで、Ａ社に継続

して勤務していた。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社(Ａ社の合併後の会社)から提出された「在籍履歴(写)」により、申立人

は、昭和 27年６月１日から平成元年 12 月 10 日まで、Ａ社に継続して勤務し、

昭和 43 年 11月 29 日付けで、同社Ｄ支店から同社Ｂ出張所に異動したことが

確認できる。 

また、Ｅ厚生年金基金(Ｆ厚生年金基金と合併後の基金)から提出された「厚

生年金基金加入員台帳(写)」により、申立人が、Ａ社Ｂ出張所において、厚生

年金基金加入員資格を昭和 43年 11月 29日に取得したことが確認できる。 

さらに、Ｅ厚生年金基金に照会したところ、申立期間当時、厚生年金基金の

資格取得及び喪失に係る届出は、人事異動のたびに、複写式の様式を用いて行

われていたと思われる旨の回答が得られた。 

これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 43 年 11月 29 日に厚

生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を事業主が社会保険事務所に対

して行ったことが認められることから、申立期間について厚生年金保険被保険

者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 



なお、申立期間の標準報酬月額については、Ｅ厚生年金基金から提出された

「厚生年金基金加入員台帳(写)」に記載されている額から、６万円とすること

が必要である。 



茨城厚生年金 事案 662 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 17年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年５月 31日から同年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社に勤務していた期間のうち、平成 17 年５月 31 日から同年７月１日まで

の期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

Ａ社を退職したのは平成 17 年６月 30 日であることから、被保険者資格

喪失日は同年７月１日となるはずである。 

証拠書類として平成 17年５月分及び同年６月分の給与明細書を提出する

ので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された職員出勤簿及び退職証明書により、申立人は、同社に平

成 17年６月 30日まで勤務していたことが確認できる。また、申立人から提出

された雇用保険受給資格者証により、申立人は、Ａ社において、平成 16年 11

月１日に雇用保険被保険者資格を取得し、17年６月 30日に離職していること

が確認できる。 

さらに、Ａ社に照会したところ、申立期間当時の給与支払方法は当月末締め

の当月末支払いであり、保険料控除方法は当月控除方式である旨の回答が得ら

れたことから、申立人から提出された平成 17 年５月分及び同年６月分の給与

明細書に記載されている社会保険料は、同年５月及び同年６月の厚生年金保険

料であると認められる。 

加えて、Ａ社から、申立人に係る被保険者資格の喪失届を提出する際、被保



険者資格喪失日について、申立人が主張する喪失年月日である平成 17 年７月

１日と記載すべきところ、申立人の退職願を受理した日付である同年５月 31

日と誤って記載してしまった旨の回答が得られた。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間にＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出されたＡ社にお

ける平成 17 年５月分及び同年６月分の給与明細書の厚生年金保険料控除額に

より、17万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主から、申立期間当時、申立人の被保険者資格の届出を提出する際

に誤りがあったと思われる旨の回答が得られたことから、事業主は平成 17 年

５月 31 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年５月分及び同年６月分の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係

る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ出張所に

おける資格喪失日に係る記録を昭和 37年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を２万 8,000円とすることが必要である。  

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年９月 29日から同年 10月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｃ出張所における被保険者資格喪失日が、昭和 37年９月 29日である旨の

回答を受けた。 

私は、昭和 37 年 10月１日付けでＡ社Ｃ出張所から同社Ｄ営業所へ異動し

たことから、同社Ｃ社における被保険者資格喪失日は同一日であるはずなの

で、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＢ社発行の「在籍証明書」及び同社からの回答により、

申立人は、昭和 31年４月１日から平成９年９月 30日まで継続して同社に勤務

していたことが確認できる。また、申立人が名前を挙げた同僚の証言により、

申立人は、昭和 37年 10月１日付けでＡ社Ｃ出張所から同社Ｄ営業所に異動し

たことが推認できる。 

また、申立期間後に、昭和 39 年５月１日付けでＡ社Ｃ出張所の社会保険担

当者となった者から、申立期間当時、正社員が他の出張所等へ異動する際には、

継続して厚生年金保険に加入させていたはずである旨の証言が得られたほか、

オンライン記録により、当時、同社同出張所において被保険者資格を有してい

た同僚のうち、同出張所から他の出張所に異動した者の厚生年金保険の加入記

録について調べたところ、一部の者を除いて、異動時に被保険者期間が欠落し

ている者は見られない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社Ｃ



出張所に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿における申立人の昭和 37 年８月の記録により、２万 8,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ｂ社は、これを確認できる関連資料が無いため不明としており、このほ

かに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



茨城厚生年金 事案 664 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る船員保険料を船舶所有者であるＡにより給与から

控除されていたことが認められることから、申立人の船舶所有者Ａにおける資

格取得日に係る記録を昭和 33 年９月 29 日に、資格喪失日に係る記録を 34 年

２月 19 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要であ

る。 

なお、船舶所有者は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年９月 29日から 34 年２月 19日まで 

社会保険事務所（当時）に船員保険の加入記録を照会したところ、Ａ氏が

所有するＢ丸に乗船していた昭和 33年９月 29日から 34年２月 19日までの

期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。船員手帳から、乗船

していたことが確認できるので、申立期間について船員保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した船員手帳により、申立人が、昭和 33 年９月 29 日から 34

年２月 18 日までの期間について、Ｂ丸に通信長として乗船していたことが確

認できる。 

また、Ｂ丸を含む、申立期間当時にＡ氏（屋号は、「Ｃ」であり、代替わり

して現在も存続している。以下「Ｃ」という。）が所有する船舶において船員

保険被保険者資格を有する者のうち、申立人と年齢が近く、連絡先が判明した

者７人に照会したところ、１人から、通信長は各船一人の重要な職務であり、

船員保険に加入させないとは考え難いとの証言が得られた上、Ｃからも同様の

回答が得られた。 

さらに、船員保険被保険者名簿から、申立期間当時、Ｃにおいて船員保険被

保険者資格を有している者は 58 人確認できるが、複数の同僚の証言を総合す

ると、Ｃは申立期間当時２隻の船舶を所有し、その船舶乗組員は２隻で 50 人

程度であると考えられることから、申立期間当時、Ｃにおいては、すべての乗

組員を船員保険に加入させていたものと推認できる。 



これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、船員保

険料を船舶所有者により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、船員手帳に給与１万円と記載さ

れていることから、１万円（６等級）とすることが妥当である。 

なお、船舶所有者が申立人に係る保険料を納付する義務を履行しかたか否か

については、Ｃから、申立期間当時の資料は保存されておらず不明である旨の

回答を得ているが、仮に船舶所有者から申立人の申立期間に係る被保険者資格

取得届が提出された場合には、その後被保険者資格喪失届も提出されているに

もかかわらず、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しな

いとは考え難いことから、船舶所有者から申立てどおりの資格得喪に係る届出

は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 33 年９

月から 34 年１月までの保険料について納入の告知を行っておらず、船舶所有

者は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 57 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 8,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年３月 30日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社における被保険者資格喪失日が、昭和 57年３月 30日である旨の回答を受

けた。 

私は、昭和 57年３月 31日付けでＡ社を退職したことから、当該資格喪失

日は同年４月１日であるはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、当時、同社に勤務して

いた者の証言により推認できる。 

また、Ａ社に照会したところ、厚生年金保険料の控除方式については、申立

期間当時から現在まで、当月控除である旨の回答が得られたほか、月末に退職

する者の厚生年金保険の取扱いについては、通常、退職月の翌月１日付けで社

会保険事務所に被保険者資格喪失届を提出しているはずであるとしており、申

立人の申立期間に係る同資格喪失届を提出する際に、誤りがあったとする旨の

回答が得られた。 

さらに、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を有していた者のうち、資

格喪失日が退職月の30日又は31日付けとなっている者３人に照会したところ、

そのうちの２人から、厚生年金保険料は当月控除であったため、退職月の給与

から厚生年金保険料が控除されていた旨の証言が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に



勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社の厚生年金保険健康保険被

保険者原票において確認できる、申立人に係る昭和 56年 10月の同社における

算定時の記録により、９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は、これを確認できる関連資料が無いため不明であるとしているも

のの、事業主が厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤って昭和 57年３月 30

日として届出を行った旨の回答が得られたことから、事業主は同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月分の保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 666 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格取得日

に係る記録を昭和 42年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 11月１日から同年 12月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｂ事業所における被保険者資格取得日が、昭和 42年 12月１日である旨の

回答を受けた。 

私は、昭和 27年９月 30日にＣ社に入社し、42年 11月１日付けで同社か

らＡ社Ｂ事業所に出向したことから、同社における被保険者資格取得日は同

一日であるはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社（Ａ社Ｂ事業所の現在名）から提出された「従業員名簿」により、申立

人は、昭和 42年 11月１日付けでＡ社Ｂ事業所に入社したことが確認できる。 

また、オンライン記録により、申立人と同様に、Ｃ社からＡ社Ｂ事業所へ異

動したことが確認できる同僚のうち、申立人が名前を挙げた同僚一人の加入記

録を調べたところ、厚生年金保険被保険者期間に欠落は見られない。 

さらに、申立人が名前を挙げた上記の同僚に照会したところ、自身と申立人

の業務内容はほぼ同じであり、Ａ社Ｂ事業所における厚生年金保険の適用につ

いても同じであった旨の証言が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社Ｂ

事業所に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ事業所にお



ける昭和42年12月のオンライン記録により、６万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主から、申立てどおりの届出については行っていない旨の回答が得

られたことから、事業主は昭和 42年 12月１日を被保険者資格取得日として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月分の保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 13年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年６月 29日から同年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ､Ａ

社に勤務していた平成13年６月29日から同年７月１日までの期間の記録が

無かった旨の回答を受けた。しかし、私は、平成 13年６月 30日まで間違い

なく当該事業所に勤務しており、給与から同年６月分の厚生年金保険料を控

除されていたことを示す給与明細書もある。このため、申立期間について厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間当時、厚生年

金保険料（３万 2,965円）を給与から控除されていたことが確認できる。 

また、Ａ社に照会したところ、申立人については、平成 13 年７月１日付け

で厚生年金保険被保険者の資格喪失の届出をしなければならないところ、事務

手続の誤りにより同年６月 29 日付けで届出書を提出した旨の証言が得られ、

また、申立期間において、継続して申立人の給与から厚生年金保険料を控除し

ていたことを認めている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に勤務し、

事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたと認められる。 

また、申立人の申立期間の標準報酬月額については、申立人の平成 13 年６

月分の給与明細書において確認できる保険料控除額により、38 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ



ては、事業主は申立人について被保険者の資格喪失日を誤って届け出た旨を認

めていることから、事業主から社会保険事務所へ申立てどおりの被保険者資格

の喪失に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 668 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業場における資格喪失日

に係る記録を昭和 59年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社Ｂ事業場における厚生年金保険の被保険者資格喪失日が、昭和 59年３月

31日である旨の回答を受けた。 

私は、昭和 59年３月 31日までＡ社Ｂ事業場に勤務し、同年４月１日付け

で同社の関連会社であるＣ社（現在は、Ｄ社）へ異動したため、Ａ社Ｂ事業

場における被保険者資格喪失日は同日であるはずなので、申立期間について

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｅ企業年金基金から、申立人の加入員資格取得日は昭和 56 年４月１日で、

現在も加入中である旨の回答が得られたことから、申立期間においても継続し

て同基金に加入していたことが認められる。 

また、Ｆ健康保険組合から、申立人の組合員資格取得日は昭和 56 年４月１

日で、現在も組合員である旨の回答が得られたことから、申立期間においても

継続して組合員であったことが認められる。 

さらに、Ｄ社に照会したところ、申立人のＡ社Ｂ事業場における厚生年金保

険の被保険者資格喪失日は昭和 59 年４月１日であり、申立期間に係る厚生年

金保険料を給与から控除していたものの、納付については行っていなかった旨

の回答が得られた。 

加えて、Ｄ社から、申立期間当時の厚生年金保険被保険者資格の喪失届は複

写式の様式（６枚綴り）であったとしており、申立人の申立期間に係る同資格



の喪失届を社会保険事務所へ提出した後、同社の控えにより同届出に誤りがあ

ることが判明したことから、Ｅ企業年金基金が管理する台帳のみを修正した旨

の回答が得られた。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社Ｂ

事業場に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＥ企業年金基金におけ

る昭和 59年３月の記録により、20万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主から、申立期間当時、申立人の被保険者資格の届出を提出する際

に誤りがあったと思われる旨の回答が得られたことから、事業主は昭和 59 年

３月 31 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年３月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



茨城国民年金 事案 959 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年５月から 46 年３月までの期間及び 48 年４月から 49 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年５月から 46年３月まで 

          ② 昭和 48年４月から 49年３月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 43 年５月から

46 年３月までの期間及び 48 年４月から 49 年３月までの期間の国民年金保険

料が未納とされていた。 

結婚（昭和 45 年１月）を機に、Ａ市役所において国民年金の加入手続を行

った。申立期間①の保険料については、Ａ市役所の窓口において納付し、申

立期間②の保険料については、昭和 48 年９月にＢ市へ転居した際に、Ｂ市役

所の窓口において納付した。また、両申立期間の保険料とも、義姉が、私の

給与から控除して納付してくれていたことを記憶している。 

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、直前の任意加入者の国民年金手帳記号

番号から、昭和 45 年 11 月以降と考えられ、この時点では、申立期間①の一部

については時効により保険料を納付できない上、別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡もうかがえないことから、申立人の主張には不合理な点が認

められる。 

また、オンライン記録により、申立人の年金記録については、平成 16 年２月

に、申立期間①の直前の期間の厚生年金保険被保険者資格記録が追加されたた

め、国民年金被保険者資格取得日が、国民年金の加入手続時の当初の年金記録

である昭和 42 年＊月＊日から、現在の年金記録である 43 年５月１日に変更さ

れていることが確認できるほか、平成 14 年１月に、申立期間②直後の期間の厚

生年金保険被保険者資格記録が追加されていることが確認できることから、申



立人が申立期間①及び②の保険料を納付したとする申立てには矛盾がある（厚

生年金保険被保険者資格記録が追加されなかった場合、本来の申立期間は、昭

和 42 年＊月から 46 年３月までの 43 月及び 48 年４月から平成 13 年 10 月まで

の 343月となるはずである。）。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②の保険料について、その義姉が納付し

たと主張しているが、その義姉に照会したところ、申立人に係る申立期間①及

び②の保険料を納付した記憶は無い旨の証言が得られた。 

加えて、申立人は、申立期間①及び②の保険料について、さかのぼって納付

したことはないとしており、事実、この期間の保険料について、過年度納付及

び特例納付により納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 960 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年５月から 45年 10月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38年５月から 45年 10月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 38 年５月から

45年 10月までの期間について、国民年金の未加入期間とされていた。 

昭和 38 年４月 30 日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失した後、父親

が、国民年金に加入した方が良いとして、Ａ役場において加入手続を行って

くれた。 

国民年金保険料については、妻が父親に予め預けておき、父親が毎月 25 日

ごろ集金に来た納税組合の組合長に渡していた。また、納税組合を通じて保

険料を納付していたことにより、納税組合の旅行に参加したことを記憶して

いる。 

このため、申立期間について国民年金に未加入とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38 年４月 30 日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失後、

その父がＡ役場において国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立

人の申立期間当時の居住地を管轄する社会保険事務所において払い出される国

民年金手帳記号は「Ｂ」であるにもかかわらず、申立人には、現在の基礎年金

番号である厚生年金保険記号の「Ｃ」が払い出される以前に、国民年金手帳記

号番号が払い出された形跡が見当たらないことから、申立人は、申立期間につ

いて、国民年金被保険者資格を有していないため、保険料を納付することがで

きない。 

また、申立人は、その父が、国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料

を納付したと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直接関与してお

らず、その父も既に他界しているため、申立期間当時の具体的な国民年金の加



入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料の納付状況について証言が得られる者と

して名前を挙げた二人に照会したところ、申立人の父が納税組合に加入してい

た旨の証言が得られたものの、保険料の納付状況については確認できない旨の

回答が得られた。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 961 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年５月から 52 年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年５月から 52年７月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 51 年５月から

52年７月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

昭和 51 年５月に、次女出産の手伝いに来ていた母が、当時、私が住んでい

たＡ県のＢ町役場において、国民年金の加入手続をしてくれたことを記憶し

ている。また、申立期間の保険料については、加入手続後に納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、国民年金手帳記号番号払出簿から、昭

和 52 年８月 29 日であることが確認でき、申立人は、申立期間については、厚

生年金保険被保険者との婚姻（昭和 46 年４月）による合算対象期間（カラ期

間）であるため、国民年金被保険者資格を有しておらず、別の国民年金手帳記

号番号が払い出された形跡もうかがえないことから、申立内容に不合理な点が

認められる。 

また、申立人は、その母が、昭和 51 年５月に、当時、申立人が居住していた

Ａ県Ｃ町において、国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人自

身は国民年金の手続に直接関与しておらず、その母も既に他界しているため、

申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況が不明である。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 962（事案 295の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年８月から 55 年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年８月から 55年１月まで 

    社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、昭和 52 年８月から

55 年１月までの国民年金保険料が未納とされていた。申立期間の保険料につ

いては、Ａ町役場（当時）の国民年金課の窓口において納付していた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについて、申立人は、昭和 52 年８月１日に厚生年金保

険被保険者資格を喪失した後、Ａ町役場において国民年金の再加入手続を行っ

たと主張しているが、Ｂ町が平成 11 年２月 17 日付けでＣ県に提出した申立人

の国民年金被保険者関係届出書の写しにより、申立人が昭和 49 年１月にＤ市に

おいて国民年金に再加入した後、厚生年金保険被保険者資格の取得及び同資格

の喪失の手続を複数回行っているにもかかわらず、平成 11 年２月にＢ町におい

て国民年金の再加入手続を行うまで国民年金被保険者の資格取得及び資格喪失

の手続を行っていなかったことが確認できる上、別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡もうかがえないとして、既に当委員会の決定に基づく 20 年７

月 16日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 申立人は、Ｄ市において納付した昭和 49 年４月から同年９月までの保険料の

領収書を提出しているが、これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



茨城国民年金 事案 963 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13 年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年４月及び同年５月 

社会保険事務所（当時）で夫婦二人の納付記録を確認したところ、私のみ、

平成 13年４月から同年５月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

平成 13 年７月に、私の妻が、夫婦二人分の国民年金保険料と国民健康保険

料を、合わせて約 15万円納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由、 

   オンライン記録により、申立人は、平成 13 年４月１日に厚生年金保険被保険

者資格を喪失し、社会保険事務所から国民年金の加入勧奨通知を２回（平成 13

年６月 21 日、15 年２月 25 日）送付されていることが確認できることから、13

年７月に保険料を納付したとする申立人の主張には、矛盾が認められる。 

また、同様に、オンライン記録により、申立人は、平成 14 年１月 16 日に厚

生年金保険被保険者資格を喪失後の国民年金が未手続となっている期間（平成

14 年１月）について、15 年８月 26 日に社会保険事務所から国民年金の加入勧

奨通知が送付されていることが確認できるものの、その後、加入手続を行った

形跡はうかがえない。 

さらに、申立人は、平成 13 年７月に、その妻が、夫婦二人分の国民年金保険

料と国民健康保険料を、合わせて約 15 万円納付したと主張しているが、オンラ

イン記録では、その妻の年金記録については、平成 13 年４月及び同年５月の保

険料を、15 年５月 19 日に納付していることが確認できるほか、Ａ市役所に照

会したところ、申立期間当時、申立人が国民健康保険に加入した記録は無い旨

の回答が得られたことから、申立人の主張には、不合理な点が認められる。 

このほか、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは



できない。 

 



茨城厚生年金 事案 669 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年２月 17日から同年３月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ機関Ｂ所における被保険者資格喪失日が、昭和 53 年２月 17 日である旨

の回答を受けた。 

昭和 40 年４月１日から平成 17 年８月 26 日まで、Ａ機関に継続して勤務

しており、申立期間については、昭和 53 年３月に、長女が保育園を卒園し

た後、Ａ機関Ｂ所からＣセンターに転勤したことから、Ａ機関Ｂ所におけ

る被保険者資格喪失日が同年２月 17日であるはずがない。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ機関から提出された人事記録の写し、Ａ機関健康保険組合から提出され

た被保険者台帳及び申立人の雇用保険被保険者記録により、申立人は、昭和

40 年４月１日から平成 17 年８月 26 日までＡ機関に継続して勤務し、申立期

間当時、Ａ機関Ｂ所に勤務していたことが確認できる上、昭和 53 年３月１日

付けで、Ａ機関Ｂ所からＣセンターに異動したことが確認できる。 

一方、Ａ機関から提出された「Ｄ」（昭和 53 年３月付け）により、Ａ機関

は、厚生年金保険料を全額負担していることが確認できる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る保険料を事業主により、

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 670 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月から 45年２月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 42 年７月から 45 年２月までの期間について、加

入記録が無かった旨の回答を受けた。 

昭和 42 年７月から 45 年２月までの期間、Ａ社に勤務していたことは間

違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る申立期間について、労働局に照会したところ、事業所廃止のた

め事業所名称は不明であるが、申立人が昭和 43 年２月１日に雇用保険被保険

者資格を取得し、45 年２月 28 日に離職した記録がある旨の回答が得られた。 

また、申立期間当時、Ａ社に勤務していた者から、申立人は、当時、同社

に勤務していた旨の証言が得られたことから、上記雇用保険の被保険者記録

と考え合わせると、申立人は、申立期間中、同社に勤務していたことが推認

できる。 

一方、Ｂ社（Ａ社の後継会社）に照会したところ、申立期間当時の人事関

係書類が残存していないため、申立人に係る当時の厚生年金保険の加入につ

いて確認できないものの、当時、臨時雇用の従業員については、全員を必ず

しも厚生年金保険に加入させる取扱いではなかった旨の回答が得られた。 

また、申立期間当時、Ａ社に勤務していた者のうち、連絡先の判明した９

人（申立人が名前を挙げた者４人を含む。）に照会したところ、６人から回

答が得られ、そのうちの１人から、当時、同社では、現場要員として臨時雇

用の従業員を採用し、それらの者は厚生年金保険に加入させていなかった旨

の証言が得られた。 

さらに、申立人が同じくＣ職だった同僚として名前を挙げた者の中には、

Ａ社において、厚生年金保険の被保険者資格を取得していない同僚が確認で

きることからも、申立期間当時の同社では、従業員全員を厚生年金保険に加



入させる取扱いは行っていなかった状況がうかがえる。 

加えて、Ｂ社から提出された申立期間当時の健康保険厚生年金保険被保険

者資格喪失確認通知書に申立人の名前は見当たらない。また、Ａ社の健康保

険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立人の名前は無く、健康保険

整理番号に欠番も見られないことから、申立人の記録が欠落したものとは考

え難い。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 671 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年２月 26日から 47 年２月 17日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ､Ａ

社に勤務していた昭和 46 年２月 26 日から 47 年２月 17 日までの期間の記

録が無かった旨の回答を受けた。申立期間については、間違いなくＡ社Ｂ

工場に勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、この期間

について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間当時にＡ社Ｂ工場に勤務していたことは、雇用保険の

被保険者記録及び申立期間当時の同僚の証言により推認できる。 

   一方、申立期間当時のＡ社の事業主は既に他界していることから、商業登

記簿謄本により確認できた申立期間の直近において在職する役員に照会した

ものの、申立人に係る厚生年金保険の適用に関する具体的な証言を得ること

はできなかった。 

   また、申立人が名前を挙げた同僚及び申立期間当時にＡ社において厚生年

金保険被保険者資格を有していた者のうち、存命中で連絡先が判明した 13 人

に照会したところ、９人から回答があったが、申立人に係る厚生年金保険の

適用に関する具体的な証言を得ることはできなかった。 

   さらに、同僚照会で回答のあった者のうち７人は、事務員であった申立人

とは業務内容が異なっていたと証言しており、また、申立人がＡ社Ｂ工場で

同じ事務員だったとして名前を挙げている同僚２人は、申立期間におけるＡ

社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に名前が確認できない。 

加えて、申立期間当時にＡ社本社及び同社Ｂ工場において社会保険事務を

担当していた二人に照会したものの、申立人に係る厚生年金保険の適用に関

する具体的な証言を得ることはできなかった。 

   また、申立期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

には、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も見られないことから、

申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 



このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立てに係

る事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



茨城厚生年金 事案 672 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月１日から 45年１月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ機関に勤務していた昭和 44年４月１日から 46年４月１日までの期間の

うち、44年４月１日から 45年１月１日までの期間について、加入記録が

無かった旨の回答を受けた。 

    Ａ機関には、昭和 44年４月１日から 46年４月１日まで継続して勤務し

ており、厚生年金保険にも加入していたことは間違いないので、申立期間

について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間にＡ機関に勤務していたことは、当時の同僚の証言から

推認できる。 

一方、Ａ機関は、昭和 45 年１月１日付けで新規に厚生年金保険の適用事業

所となっていることから、申立人と同時に厚生年金保険被保険者資格を取得

しており、存命で連絡先が判明した４人に照会したところ、３人から回答が

あり、そのうち２人からは、申立人は申立期間当時も勤務していたが、給与

から保険料を控除されていなかった旨の証言が得られた。 

また、申立期間当時のＡ機関の代表者は既に他界しているため、申立人に

係る当時の厚生年金保険の適用に関する証言を得ることができない。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 673 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年から 39年まで 

             ② 昭和 40年から 44年まで 

             ③ 昭和 44年 

             ④ 昭和 45年から 46年まで 

             ⑤ 昭和 46年から 47年まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 37年から 39年までの期間、Ｂ社に勤務していた

40年から 44年までの期間、Ｃ社に勤務していた 44年、Ｄ社に勤務してい

た 45年から 46年までの期間及びＥ社に勤務していた同年から 47年までの

期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、各事業所において、Ｆ職として勤務しており、万が一のことを考

え健康保険が完備された会社を選んで入社し、各事業所から健康保険証を

渡されたことを記憶している。 

このため、各申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について、オンライン記録により「Ａ社」及び類似の名称を

含む事業所を検索した結果、申立人が主張する所在地であるＧ自治体Ｈ区

において当該事業所名に係る適用事業所は見当たらない。 

   また、上記検索結果により、申立期間①中に厚生年金保険の適用事業所

となっている事業所として、Ｇ自治体Ｉ区に「Ｊ社」、Ｇ自治体Ｋ市に

「Ｊ社」及びＬ県Ｍ市に「Ｎ社」が存在していたことが確認できるものの、

同事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の名前は見当た

らない。 

   さらに、申立人は、申立期間①に「Ａ社」に一緒に勤務していたとして

同僚の名前を挙げているものの、オンライン記録に該当する者は見当たら

ない。 



 

 ２ 申立期間②について、当時、Ｂ社において被保険者資格を有し、存命中

で連絡先が判明した同僚７人に照会したところ、４人から回答が得られた

ものの、申立人に係る当時の勤務状況等について、具体的な証言は得られ

なかった。 

   また、Ｂ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の名前は無

い上、申立期間②当時、一緒に勤務したとして申立人が名前を挙げている

同僚３人の名前も見当たらないことから、同社においては、必ずしも、社

員全員を厚生年金保険に加入させる取扱いは行っていなかったことがうか

がえる。 

 

３ 申立期間③について、オンライン記録により「Ｃ社」及び類似の名称を

含む事業所を検索した結果、申立人が主張する所在地であるＧ自治体Ｏ区

において当該事業所名に係る適用事業所は見当たらない。 

また、上記検索結果により、申立期間③中に厚生年金保険の適用事業所

となっている事業所として、Ｇ自治体Ｐ区に「Ｑ社」、Ｇ自治体Ｒ区に

「Ｓ社」、Ｇ自治体Ｔ区に「Ｕ社」、同区に「Ｖ社（Ｗ）」及び同区に

「Ｖ社（Ｘ）」が存在していたことが確認できるものの、同事業所の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の名前は見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間③に「Ｃ社」に一緒に勤務していたとして

同僚の名前を挙げているものの、オンライン記録に該当する者は見当たら

ない。 

 

 ４ 申立期間④について、当時、Ｄ社において被保険者資格を有し、存命中

で連絡先が判明した同僚一人に照会したところ、回答が得られたものの、

申立人に係る当時の勤務状況等について、具体的な証言は得られなかった。 

また、Ｄ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の名前は無

い上、申立期間④当時、一緒に勤務したとして申立人が名前を挙げている

同僚二人の名前も見当たらないことから、同社においては、必ずしも、社

員全員を厚生年金保険に加入させる取扱いは行っていなかったことがうか

がえる。 

 

 ５ 申立期間⑤について、当時、Ｅ社において被保険者資格を有し、存命中

で連絡先が判明した同僚４人に照会したところ、３人から回答が得られた

ものの、申立人に係る当時の勤務状況等について、具体的な証言は得られ

なかった。 

   また、申立期間⑤当時、Ｅ社において社会保険事務を担当していた者に

照会したところ、当時の関係資料は残存していないため、申立人に係る当

時の勤務状況等について確認できない旨の回答が得られた。 

さらに、Ｅ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の名前は

無い上、申立期間⑤当時、一緒に勤務したとして申立人が名前を挙げてい

る同僚二人の名前も見当たらないことから、同社においては、必ずしも、



社員全員を厚生年金保険に加入させる取扱いは行っていなかったことがう

かがえる。 

 

６ このほか、各申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周

辺事情も見当たらない。 

 

７ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として各申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により、給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



茨城厚生年金 事案 674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 33年４月１日から 34年 10月１日まで 

             ② 昭和 34年 10月２日から 36 年 10 月 20日まで 

             ③ 昭和 36年 10月 28日から 40 年 12 月 25日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 33 年４月１日から 34 年 10 月１日までの期間並び

にＢ社に勤務していた同年 10 月２日から 36 年 10 月 20 日までの期間及び

同年 10 月 28 日から 40 年 12月 25 日までの期間について、加入記録が無か

った旨の回答を受けた。 

それぞれの事業所に勤務していたことは間違いないので、各申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、法務局に照会したところ、Ｃ県Ｄ市に「Ａ社」及

びＥ自治体Ｆ区に「Ａ社」が存在する旨の回答が得られた。このことから、

オンライン記録により、両事業所における厚生年金保険の適用状況につい

て調べたところ、Ｃ県Ｄ市に存在する「Ａ社」については、昭和 63 年４月

６日付けで適用事業所に該当していることが確認できるため、申立人が主

張する事業所とは考え難いほか、Ｅ自治体Ｆ区に存在する「Ａ社」につい

ては、当時、適用事業所に該当していたことが確認できるものの、申立期

間に係る同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の名前は

無く、健康保険整理番号にも欠番が無いことから、申立人の記録が欠落し

たことは考え難い。 

また、申立人が名前を挙げた同僚二人に照会したところ、全員から回答

が得られたものの、申立人に係る申立期間①当時の勤務状況及び厚生年金

保険の加入に関する具体的な証言は得られなかった上、当該同僚二人にも、

申立期間において厚生年金保険の加入記録は確認できない。 

 



２ 申立期間②及び③について、法務局に照会したところ、申立人が主張す

る所在地であるＧ県Ｈ市及びＥ自治体Ｆ区Ｉに、「Ｂ社」という名称の会

社及び法人は見当たらない旨の回答が得られた。 

  また、オンライン記録により「Ｂ社」を含む名称の事業所を検索した結

果、申立期間②及び③中に適用事業所に該当している事業所として、Ｅ自

治体Ｆ区Ｊに「Ｂ社」が存在していることが確認できることから、申立期

間②及び③に係る同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を調べたとこ

ろ、同社は、昭和 39 年６月１日付けで適用事業所に該当していることが確

認できるものの、申立期間②のすべて及び申立期間③の一部については、

適用事業所に該当していない上、同名簿には、申立人の名前は無く、健康

保険整理番号にも欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したことは考

え難い。 

  さらに、申立期間当時の「Ｂ社」の代表者に照会したところ、当時、申

立人が、同社に勤務していたことは記憶しているものの、日雇い扱いであ

り、厚生年金保険には加入させていなかった旨の証言が得られた。 

  加えて、申立期間②及び③当時に「Ｂ社」に勤務していた同僚３人に照

会したところ、全員から回答が得られたものの、申立人に係る当時の厚生

年金保険の加入に関する具体的な証言は得られなかった。 

 

３ このほか、各申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

各申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、

周辺事情も見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として各申立期間に係る厚生年金保

険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



茨城厚生年金 事案 675 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年 12月 21日から 51 年７月 31日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ､Ａ

社Ｂ工場に勤務していた昭和 50 年 12 月 21日から 51 年７月 31 日までの期

間について記録が無かった旨の回答を受けた。しかし、私は、間違いなく

Ａ社Ｂ工場に勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間当時にＡ社Ｂ工場に勤務していたことは、同社の社会保

険事務担当者及び同僚の証言により推認できる。 

   一方、申立期間について、Ａ社の社名変更後の事業所であるＣ社に照会し

たところ、申立人に係る厚生年金保険の適用については、当時の資料が残存

していないため不明である旨の回答が得られた。 

   また、申立人が名前を挙げた同僚及び申立期間当時にＡ社Ｂ工場において

厚生年金保険被保険者資格を有していた者のうち、存命中で連絡先が判明し

た８人に照会したところ、６人から回答が得られたが、申立人に係る厚生年

金保険の適用について具体的な証言は得られなかった。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚の一人からは、自らはＡ社Ｂ工場に入

社後、１年間くらい経過してから厚生年金保険に加入し、社員の中には厚生

年金保険に加入していなかった者もいたとの証言が得られたことから、申立

期間当時、同社Ｂ工場では、必ずしも、社員を入社と同時に厚生年金保険に

加入させる取扱いは行っていなかったとともに、社員全員を厚生年金保険に

加入させる取扱いも行っていなかった事情がうかがえる。 

   加えて､Ａ社Ｂ工場における社会保険担当者に照会したが、申立人に係る厚

生年金保険の適用について具体的な証言は得られなかった。 

   また、公共職業安定所に照会したところ、申立人については、申立期間に

おいて、Ａ社Ｂ工場を含め、雇用保険の加入記録は確認できない旨の回答が

得られた。 



   さらに、申立期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び同

社Ｂ工場の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人の名前及び申立

人の原票は無く、健康保険整理番号に欠番も見られないことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立てに係

る事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 676 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年５月１日から 45年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 41 年 12 月 16 日から 55 年７月

21 日までの期間のうち、44 年５月１日から 45 年４月１日までの期間につ

いて、記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、昭和 41 年 12 月 16 日に入社してから 55 年７月 21 日に退職するま

で、Ａ社に継続して勤務していたことは間違いないので、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、Ｂ社の回答から推認

できる。 

一方、Ｂ社に照会したところ、申立期間当時の資料は残存していないもの

の、申立人については社会保険事務所の記録どおりの厚生年金保険被保険者

資格に係る取得・喪失の届出を行い、同期間に係る厚生年金保険料の控除は

行っていなかった旨の回答が得られた。 

また、申立期間当時、Ａ社において社会保険事務を担当していた事業主の

妻に照会したところ、当時、一部の従業員から、社会保険料を控除されると

給与の手取額が少なくなるとの申し出を受けて、給与体系を変更するととも

に、大部分の従業員の厚生年金保険被保険者の資格喪失手続を行ったが、そ

の後、顧問税理士の指導があり、再度、同資格取得手続を行った記憶がある

旨の証言が得られた。 

さらに、オンライン記録によりＡ社において厚生年金保険被保険者の資格

取得手続が複数回行われたことが確認できる同僚５人（申立人が名前を挙げ

た同僚２人を含む。）のうち、存命中で連絡先の判明した４人に照会したと

ころ、２人から回答が得られ、そのうちの１人から、申立期間当時、給与体

系が日給月給から歩合給に変わった旨の証言が得られたほか、また、１人か

ら、請負システムに変わった旨の証言が得られた。 



加えて、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、昭和 44 年４月

30 日時点で厚生年金保険の被保険者資格を有していた申立人を含む 14 人の

従業員のうち、13 人は同年５月中に同資格を喪失していることが確認できる。

また、前記従業員 14 人のうち、Ａ社において継続して被保険者資格を有して

いた者１人に照会したところ、自身は、夜間高校に通っており、他の従業員

と異なる雇用条件で勤務していた旨の証言が得られた。 

また、公共職業安定所に照会したところ、申立人のＡ社に係る雇用保険被

保険者記録は、資格取得日が昭和 45 年４月１日、離職日が 55 年７月 20 日で

ある旨の回答が得られた。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  



茨城厚生年金 事案 677 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 11月から 38 年６月 15日まで 

             ② 昭和 38年７月 12日から同年８月まで 

             ③ 昭和 39年３月から同年９月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 37年 11月から 38年６月 15日

までの期間及び 38年７月 12日から同年８月までの期間並びにＣ社に勤務

していた 39年３月から同年９月までの期間について、加入記録が無かった

旨の回答を受けた。 

Ａ社については、勤務期間中、本社の住所がＤと記載された健康保険証

を見た記憶があり、また、Ｃ社については、給与明細書に健康保険料の控

除の記載があったことを記憶している。 

このため、各申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①及び②について、申立人は、Ｅ自治体Ｆ市Ｇ町にあった営業

所及びＨ県Ｉ市にあった営業所に勤務していたと主張していることから、

Ｂ社に照会したところ、当時の書類は残存していないため、当時の営業所

名については確認することはできないとしており、また、申立人に係る当

時の勤務状況及び厚生年金保険の適用について確認することはできない旨

の回答が得られた。 

また、申立期間①及び②当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格

を有していた者のうち、連絡先の判明した３人に照会したところ、２人か

ら回答が得られたものの、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保険

の適用について具体的な証言は得られなかった。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②当時、申立人と営業所の異動履歴

が同一であったとする同僚一人の名前を挙げていることから、その同僚に

ついてオンライン記録により調べたところ、連絡先が判明しないため、申



立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保険の適用について証言を得るこ

とができない。 

加えて、申立人は、昭和 37 年 11 月から 38 年８月までＡ社に継続して

勤務していたとして申し立てているものの、調査過程において、最初の勤

務地であるＥ自治体Ｆ市Ｇ町の営業所が廃止になった際、いったん退職し

てから、Ｆ県Ｉ市の営業所に再就職するまで１月の空白期間があったと主

張していることから、社会保険の未加入期間が１月は存在することになり、

その主張には不合理な点が認められる。 

 

２ 申立人が申立期間③当時にＣ社に勤務していたことは、当時の同僚の証

言により推認できる。 

  また、Ｃ社において厚生年金保険被保険者資格を有していた者のうち、

連絡先の判明した３人（申立人が名前を挙げた同僚を含む。）に照会した

ところ、２人から回答が得られ、そのうちの１人から、当時、同社では、

従業員を必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなく、

３か月の試用期間があったこと、また、必ずしも従業員全員を厚生年金保

険に加入させてはいなかった旨の証言が得られた。 

さらに、Ｃ社に照会したところ、申立期間③当時の書類は残存していな

いため、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保険の適用について確

認することはできない旨の回答が得られた。また、Ｊ健康保険組合に照会

したところ、申立期間③当時の資料は残存していないため、申立人に係る

健康保険の加入の有無については確認できない旨の回答が得られた。 

  加えて、オンライン記録により、Ｃ社は、昭和 39 年６月１日に、厚生年

金保険の適用事業所に該当していることから、申立期間③のうち、同年３

月から同年５月 31 日までの期間について、厚生年金保険の適用を受けてい

ないことが確認できる。 

 

  ３ 公共職業安定所に照会したところ、各申立期間に係る両事業所における

申立人の雇用保険被保険者記録は無い旨の回答が得られた。 

 

４ このほか、各申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

各申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、

周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として各申立期間に係る厚生年金保

険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



茨城厚生年金 事案 678 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月１日から 38 年１月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ機関Ｂ出張所に勤務していた期間のうち、昭和 37 年 10月１日から 38 年

１月１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、Ｃ作業のため、昭和 36 年６月１日から 38 年１月１日までの期間

限定で、Ａ機関Ｂ出張所に勤務していた。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げた申立期間当時のＡ機関Ｂ出張所の上司に照会したと

ころ、当時の同機関同出張所の職員数は３人ないし４人であったとし、勤務

期間は特定できないものの、申立人は臨時職員として同機関同出張所に勤務

していた旨の証言が得られた。 

しかし、上記回答があった上司から、申立人に係る厚生年金保険の適用に

関する具体的な証言は得られなかった。 

また、申立人は、勤務期間が同一であった同僚が一人いたとして、その同

僚の名前を挙げていることから、申立期間当時のＡ機関の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿により調べたところ、連絡先は判明しなかったものの、そ

の同僚は、申立人と同じく、厚生年金保険被保険者資格を昭和 36 年６月１日

に取得し、37年 10月１日に喪失していることが確認できる。 

さらに、Ａ機関における厚生年金保険被保険者資格喪失日が申立人と同一

日である者８人のうち連絡先の判明した４人及び申立期間当時に同機関に勤

務していた者４人の合計８人に照会したところ、５人から回答が得られ、全

員から、自身の厚生年金保険被保険者期間に誤りはない旨の回答が得られた

ほか、そのうち３人からは、Ｃ作業が終了し退職した旨の回答が得られた。 

加えて、Ａ機関に照会したところ、申立期間当時の資料は保存期間を経過

しているため残存しておらず、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保



険の適用について確認することはできない旨の回答が得られたほか、当時、

Ｄ県内の各出張所等でＣ作業が行われ、同機関Ｂ出張所においては、昭和 37

年 10月 31日を期日に同作業が行われていた旨の回答が得られた。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  



茨城厚生年金 事案 679 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年８月から 46年５月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 45 年８月から 46 年５月までの期間について、加

入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間のうち、昭和 45 年８月に入社してから同年 12 月ごろまでは、

研修のためＢ社に出向していたものの、その後、Ａ社に戻り、Ｃ職の仕事

をしており、申立期間に同社に勤務していたことは間違いない。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、当時の同僚の証言に

より推認できる。 

一方、Ａ社に照会したところ、申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格

に係る取得・喪失の届出及び申立期間に係る厚生年金保険料の納付の有無に

ついては、当時の資料が残存していないため不明である旨の回答が得られた。

また、Ｂ社に照会したところ、申立期間当時にＡ社から出向してきた者の厚

生年金保険の取扱いについては、当時の資料が残存していないため不明であ

るとしているほか、当時の労働者名簿に申立人の名前は見当たらない旨の回

答が得られた。 

また、申立期間当時にＡ社に勤務していた同僚９人に照会したところ、５

人から回答が得られたものの、申立人に係る厚生年金保険の適用に関する具

体的な証言は得られなかった。 

さらに、申立人は、研修のためＢ社に出向した際、一緒に出向した同僚が

一人いたとして、その同僚の名前を挙げていることから、Ａ社の健康保険厚

生年金保険被保険者原票綴により調べたところ、名前が一致する者が一人い

ることが確認できるものの、この者は申立期間より後に被保険者資格を取得

していることが確認できることから、当時、同社においては、入社後、研修



のためＢ社に出向させた社員については、入社と同時に厚生年金保険に加入

させる取扱いは行っておらず、数年後に加入手続を行っていた事情がうかが

える。また、当該原票綴には、申立人の原票は無く、健康保険整理番号に欠

番も見られないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  



茨城厚生年金 事案 680 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月から同年 10月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 27年４月から同年 10月までの期間について、加

入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、高等学校卒業後、Ａ社に事務職として採用され、入社したことは

間違いないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、当時の同僚の証言か

ら推認できる。 

一方、Ａ社に照会したところ、申立期間当時の書類は残存していないため、

申立人の厚生年金保険の加入については確認できない旨の回答が得られた。

また、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険被保険者資格を有し

ていた者のうち、存命中で連絡先の判明した二人に照会したところ、一人か

ら回答が得られたものの、申立人の厚生年金保険の加入に関する具体的な証

言は得られなかった。 

 また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人が同社に入

社したとする昭和 27 年４月及び同年５月に、申立人を含め、厚生年金保険被

保険者資格を取得した者は見当たらない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 681 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年１月から 52年８月１日まで 

             ② 昭和 53年８月 13日から 56年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 45 年１月から 52 年８月１日までの期間及び 53 年

８月 13 日から 56 年７月１日までの期間について、加入記録が無かった旨

の回答を受けた。 

しかし、昭和 45 年１月に入社してから 56 年７月１日に退職するまで、

Ａ社に継続して勤務していたので、両申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の長男が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 公共職業安定所に照会したところ、申立人は、昭和 48 年 11 月 25 日から

50 年３月 31 日までの期間、同年９月 10 日から 51 年２月 29 日までの期間

及び同年 10 月 21 日から 53 年８月 12 日までの期間に、Ａ社において雇用

保険被保険者資格を有していた旨の回答が得られたことから、申立期間①

の一部の期間について、同社に勤務していたことは確認できる。 

  一方、申立期間①当時、Ａ社に勤務していた同僚のうち、存命中で連絡

先の判明した４人に照会したところ、回答を得ることができなかった。 

  また、オンライン記録により、申立人は、申立期間①について、国民年

金被保険者資格を有しており、同期間中、国民年金保険料が未納となって

いる昭和 47 年度を除き、残るすべてが全額申請免除期間となっていること

が確認できる。 



 

２ Ａ社は、オンライン記録により、昭和 54 年３月 31 日付けで、厚生年金

保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認できるほか、商業登

記簿謄本により、同年７月 15 日付けで、解散していることが確認できるこ

とから、申立期間②の大半について、同社は営業していなかったものと推

認できる。 

 

３ 申立期間①及び②当時の事業主の妻に照会したところ、自身は業務に全

く関わっておらず、社会保険等の手続についてはすべてその夫が行ってい

たとし、また、その夫は既に他界しているため、申立人の厚生年金保険被

保険者資格に係る取得・喪失の届出及び申立期間に係る厚生年金保険料の

控除の有無については、回答することができない旨の証言が得られた。 

  また、申立人の代理人である長男は、申立人が、申立期間①及び②当時、

日雇いの従業員としてＡ社に勤務していたことは記憶しているが、申立人

に係る当時の厚生年金保険の適用に関しては記憶していないとしている。 

 

４ このほか、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立

人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料、周辺事情も見当たらない。 

 

５ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として両申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできな

い。  



茨城厚生年金 事案 682 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年６月 27日から 40年５月１日まで 

                          ② 昭和 40年 10月 17日から 45年５月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた昭和 39 年６月 27 日から 40 年５月１日までの期間及び

Ｂ社に勤務していた 40 年 10 月 17 日から 45 年５月１日までの期間につい

て、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、Ａ社において１年間、Ｂ社において５年間勤め、その期間中、毎

月の給料から厚生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、両

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、当時、Ａ社に勤務していた同僚８人に照会したと

ころ、全員から回答が得られ、そのうちの７人から、申立人が勤務してい

たことを記憶していない又は勤務していない旨の証言が得られたほか、ま

た、１人から、申立人が勤務していたことは記憶しているものの、勤務期

間等については分からない旨の証言が得られた。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間①当

時、同社に勤務していたことが確認できる女性４人のうち、連絡先が判明

した２人に照会したところ、全員から回答が得られたものの、申立人が勤

務していたことを記憶していない旨の回答が得られた。 

さらに、申立人は、申立期間①当時、Ａ社で一緒に働いていた同僚の名

前を記憶しておらず、申立人に係る当時の勤務状況等について具体的な証

言を得ることができないほか、当時の同社の事業主及び取締役は既に他界

しており、申立人に係る当時の勤務状況等について具体的な証言を得るこ

とはできない。 

加えて、Ａ社に照会したところ、申立人の申立期間①における勤務状況

については確認できないとしているほか、申立てどおりの厚生年金保険被

保険者資格に係る取得・喪失の届出の有無及び同期間に係る厚生年金保険



料の納付については、当時の資料が残存していないため不明である旨の回

答が得られた。 

 

２ 申立期間②について、当時、Ｂ社に勤務していた同僚 13 人に照会したと

ころ、12 人から回答が得られ、そのうちの８人から、申立人が勤務してい

たことを記憶していない旨の証言が得られたほか、また、３人から、申立

人が勤務していたことは記憶しているものの、勤務期間等については分か

らない旨の証言が得られた。 

また、Ｂ社に照会したところ、申立人の申立期間②における勤務状況に

ついては確認できないとしているほか、申立てどおりの厚生年金保険被保

険者資格に係る取得・喪失の届出の有無及び同期間に係る厚生年金保険料

の納付については、当時の資料が残存していないため不明である旨の回答

が得られた。 

さらに、Ｃ健康保険組合に照会したところ、申立人に係る健康保険の加

入記録は無い旨の回答が得られた。 

 

３ このほか、両申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の

両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、

周辺事情も見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として両申立期間に係る厚生年金保

険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



茨城厚生年金 事案 683 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年６月１日から同年９月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社Ｂ支店Ｃ営業所Ｄ出張所に勤務していた昭和 22 年６月１日から同年９

月１日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

職員手帳（写）を見ると、Ａ社の入社日が昭和 22 年６月１日となってい

るので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間にＡ社Ｂ支店Ｃ営業所Ｄ出張所に勤務していたことは、

申立人の妻から提出された職員手帳（写）により確認できる。 

   しかし、申立期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の備考

欄に、申立人と同じくＣ営業所と記載されている男性の同僚 14 人のうち、存

命中で連絡先が判明した６人に照会したところ、５人から回答が得られ、全

員が、自身が所持する職員手帳に記載のある入社時期又は自身が記憶する入

社時期より厚生年金保険の被保険者資格取得時期が１か月ないし３か月遅い

ことが確認できることから、申立期間当時、同社においては、従業員全員を

必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いは行っていなかった

事情がうかがえる。 

   また、上記回答があった同僚のうち、申立人と同じく昭和 22 年９月１日に

厚生年金保険被保険者資格を取得している同僚一人から、申立期間当時、Ａ

社では、従業員の入れ替わりが激しかったため、入社後一定期間を経過して

から、従業員を厚生年金保険に加入させていた旨の証言が得られた。 

さらに、Ａ社は、昭和 26 年５月に再編成され、Ｅ社が発足したことから、



同社に照会したところ、申立期間当時の資料は残存していないため、申立人

の申立期間当時における厚生年金保険の加入については確認できない旨の回

答が得られた。 

加えて、Ｆ健康保険組合に照会したところ、資料保存期間である５年を経

過しているため、申立期間に係る申立人の加入記録は存在していない旨の回

答が得られた。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 684 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年３月２日から 50年２月１日まで 

② 昭和 50年２月 16日から同年４月１日まで 

③ 昭和 50年９月１日から 51年１月 20日まで 

社会保険事務所（当時）に夫の厚生年金保険の加入記録を照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務していた昭和 47 年３月２日から 50 年２月１日までの期間

及び同年２月 16 日から同年４月１日までの期間並びにＢ社に勤務していた

同年９月１日から 51 年１月 20 日までの期間について、記録が無かった旨

の回答を受けた。双方の会社共、夫は給与から厚生年金保険料を控除され

ていたので、各申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ Ａ社に係る申立期間①及び②について、労働局に照会したところ、事業

所廃止のため事業所の名称は不明であるが、申立人が昭和 47 年３月２日に

雇用保険被保険者資格を取得し、50 年３月 31 日に離職した記録がある旨

の回答が得られた。 

また、申立期間①及び②当時にＡ社において取締役を務めた者に照会し

たところ、申立人は、同社Ｃ作業所において、現地採用の事務担当者とし

て勤務していた旨の証言が得られ、上記雇用保険の被保険者記録を考え併

せると、申立人が申立期間①及び②中、Ａ社に勤務していたことは認めら

れる。 

一方、申立期間①及び②当時、Ａ社において被保険者資格を有している

者のうち、存命中で連絡先が判明した４人に照会したものの、申立人の厚

生年金保険加入に関する具体的な証言は得られなかった。 

また、申立期間①及び②当時の取締役から、当時の資料等は処分してし

まい残存しておらず、詳細は不明であるが、本社勤務の者はきちんと社会



保険に加入させていた一方、地方の作業所については社会保険に加入させ

ていなかったこともあったと思うとの証言が得られた。 

さらに、申立代理人はＡ社Ｃ作業所の所長及び同社役員の名刺二人分を

提出しているが、両人とも死亡しており、申立期間①及び②当時の状況に

ついて証言を得ることができない。 

加えて、上記取締役の証言から、Ａ社Ｃ作業所は、昭和 44 年から 45 年

ころに設置されたと考えられるとともに、当該取締役からは、設置当初か

らＡ氏が同所所長を務めていたとの証言が得られているところ、Ａ氏は、

昭和 48 年１月６日に被保険者資格を取得していることが被保険者原票によ

り確認できることから、Ａ社Ｃ作業所においては、必ずしも入社と同時に

厚生年金保険に加入させる取扱いは行っていなかった事情がうかがえる。 

また、Ａ社の被保険者原票から、同社Ｃ作業所に勤務していたと考えら

れる６人のうち、４人について、申立人と同日の昭和 50 年２月 16 日に被

保険者資格を喪失していることが確認できる。なお、当該６人は、全員死

亡しており、証言を得ることはできなかった。 

さらに、Ａ社は、申立期間②中の昭和 50 年２月 28 日に、厚生年金保険

の適用を受けなくなるに至っている。 

 

  ２ Ｂ社に係る申立期間③について、労働局に照会したところ、事業所廃止

のため事業所の名称は不明であるが、申立人が昭和 50 年９月１日に雇用保

険被保険者資格を取得し、51 年１月 20 日に離職した記録がある旨の回答

が得られた。 

また、申立期間当時のＢ社の同僚に照会したところ、申立人は、同社に

おいて、臨時の測量担当者として短期間ではあるが勤務していた旨の証言

が得られ、上記雇用保険の被保険者記録を考え合わせると、申立人が申立

期間③中、同社に勤務していたことは認められる。 

一方、申立期間当時のＢ社の同僚から、申立期間③当時、同社では、社

会保険の制度は無く、保険料も給与から控除されていなかった旨の証言が

得られた。 

また、Ｂ社の代表者及びほかの役員は連絡先が不明であり、申立期間③

当時の状況について証言を得ることができない。 

さらに、オンライン記録により、Ｂ社を検索したものの、同社は厚生年

金保険の適用事業所として確認できず、類似名称事業所も無い。 

 

  ３ このほか、申立代理人は、各申立期間における申立人の勤務を示す資料

を多数提出しているが、そのいずれからも、申立人が、各申立期間に給与

から厚生年金保険料を事業主により控除されていたことは確認できず、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる他の関

連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として各申立期間に係る厚生年金保

険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認めることはでき



ない。  



茨城厚生年金 事案 685 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 10月 21日から 57 年 11月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社Ｂ店（現在は、Ｃ社）に勤務していた昭和 53 年 10 月 21 日から 61 年

１月 16 日までの期間のうち、53 年 10 月 21 日から 57 年 11 月１日までの

期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

しかし、私は、昭和 53 年 10 月 21 日に入社してから 61 年１月 16 日に退

職するまで、Ａ社Ｂ店に継続して勤務していたので、申立期間について厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社Ｂ店に勤務していたことは、当時の同僚の証

言により推認できる。 

一方、Ｃ社から提出された申立期間当時における厚生年金基金加入員番号

払出簿（写）により確認できる申立人の厚生年金保険資格取得日(昭和 57 年

11 月１日)及び喪失日（61 年１月 16 日）は、オンライン記録により確認でき

る同資格取得日及び喪失日と一致している。 

また、申立人は、申立期間当時、申立人と同じ勤務形態の同僚が４人いた

として、Ａ社Ｂ店の同僚の名前を挙げていることから、オンライン記録によ

り調べたところ、そのうちの１人は、同社において厚生年金保険被保険者資

格を有していることが確認でき、また、連絡先が判明したことから、その同

僚に照会したところ、自身は、当初、短時間のパートとして勤務していたた

め、厚生年金保険には加入しておらず、国民年金に加入していたとし、同社

における厚生年金保険被保険者資格がある期間については勤務時間が長時間

（６時間以上）であった期間であり、その後、短時間のパート勤務に戻った

際も、厚生年金保険には加入していなかった旨の証言が得られた。 

さらに、オンライン記録により、申立人は、申立期間については、国民年

金被保険者資格を有しており、同期間のほぼすべての期間の国民年金保険料

を（48 月）納付していることが確認できる。また、申立人は、申立期間に、



Ａ社Ｂ店から健康保険証を受け取っていない旨を主張している。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  



茨城厚生年金 事案 686 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月ごろから 43 年６月 1日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 42 年 12 月ごろから 43 年６月１

日までの期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

申立期間中、Ａ社に溶接工として勤務していたことは間違いないので、

同期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時にＡ社に勤務していたことは、当時の同僚の証言に

より推認できるが、勤務期間を特定することはできない。 

一方、Ａ社において厚生年金保険の被保険者資格を有していた者のうち、

連絡先の判明した二人に照会したところ、そのうちの一人から、自身の勤務

期間中、同事業所では、従業員を必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入

させる取扱いは行っておらず、数か月の試用期間があったこと、また、試用

間中は健康保険証を交付してもらえなかった旨の証言が得られた。 

また、Ｂ社に照会したところ、申立期間当時の事業主は既に他界しており、

当時の資料も残存していないため、申立てどおりの厚生年金保険被保険者資

格に係る取得・喪失の届出及び申立期間に係る厚生年金保険料の納付の有無

については、不明である旨の回答が得られた。 

さらに、申立期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も見られないことから、申立

人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事



業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 687 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月から同年７月まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 62年４月から同年７月までの期

間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、申立期間の直前まで、Ｃ機関（現在は、Ｄ機関）が実施するＥに

参加し、帰国後、同機関の就職相談室の紹介により、Ａ社に就職し、同社

からＦ社Ｇ事業部に派遣されて勤務していた。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社に照会したところ、退職日は不明であるものの、申立人が昭和 62 年５

月 22日にＡ社に入社した旨の回答が得られた。 

一方、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を有してい

た者のうち、連絡先の判明した６人に照会したところ、３人から回答が得ら

れ、そのうちの１人（当時の事務担当者）から、当時、厚生年金保険の加入

の有無については、事業主の判断で決められていたほか、同社では、従業員

を必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなく、３か月

ないし４か月程度の試用期間があったこと、また、同社から他社に派遣され

る社員のほとんどは厚生年金保険に加入させていなかった旨の証言が得られ

た。 

 また、Ｂ社から、申立期間当時の社会保険の加入に関する書類は残存して

いないため、申立人の厚生年金保険被保険者資格に係る取得・喪失の届出及

び申立期間に係る厚生年金保険料の納付の有無については、不明であるとし

ているものの、Ａ社の直前の事業所において厚生年金保険被保険者資格を有

していた者に対しては、厚生年金保険に加入させるような配慮をしていた旨

の回答が得られた。 

 さらに、Ｆ社に照会したところ、通常、人材派遣で雇用する場合、派遣元



で社会保険等の加入手続をしている旨の回答が得られたほか、申立人に係る

厚生年金保険の適用について確認できる記録は見当たらない旨の回答が得ら

れた。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された

事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料、周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


